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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

営業収益 (百万円) 103,918 106,975 106,170 113,111 114,262

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 633 392 238 718 △783

当期純利益又は当期純損失

（△）
(百万円) 18 328 256 67 △2,982

持分法を適用した場合の投資

利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 10,229 10,229 10,229 10,229 10,229

発行済株式総数 (千株) 39,611 39,611 39,611 39,611 39,611

純資産額 (百万円) 21,608 21,636 21,637 21,365 18,339

総資産額 (百万円) 73,776 73,916 75,159 78,807 78,089

１株当たり純資産額 (円) 650.52 651.39 651.64 643.49 552.38

１株当たり配当額
(円)

10.00 10.00 10.00 10.00 －

(うち１株当たり中間配当額) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00) (－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）
(円) 0.55 9.89 7.71 2.03 △89.84

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 29.3 29.3 28.8 27.1 23.5

自己資本利益率 (％) 0.1 1.5 1.2 0.3 －

株価収益率 (倍) 545.5 34.8 43.3 167.0 －

配当性向 (％) 1,818.2 101.1 129.7 492.6 －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) 1,687 1,607 463 4,436 1,488

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) △2,996 △2,079 △2,437 △5,105 △3,406

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) 1,965 33 2,195 1,545 1,133

現金及び現金同等物の期末残

高
(百万円) 2,014 1,588 1,814 2,692 1,897

従業員数
(人)

792 797 804 813 791

（外、平均臨時雇用者数） (1,844) (2,072) (2,007) (2,092) (2,184)

（注）１．当社は連結子会社が存在しないため、連結財務諸表を作成しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第62期、第63期、第64期及び第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第66期の自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

６．第66期の配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。

７．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

８．営業収益は、売上高と営業収入を合計したものです。
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２【沿革】

　当社（昭和25年12月８日設立）は、昭和54年８月31日を合併期日として、福岡県田川市本町７番20号所在の平野電

機株式会社（実質上の存続会社）の株式額面金額を変更するため、同社を吸収合併いたしました。合併前の当社は休

業状態であり、従って、法律上消滅した旧平野電機株式会社が実質上の存続会社であるため、特に記載のない限り、

実質上の存続会社に関して記載しております。

昭和25年１月 有限会社平野ラジオ電気商会を設立

昭和36年３月 平野電機株式会社に改組

昭和54年８月 平野電機株式会社（旧商号　株式会社江東容器）と合併

昭和55年８月 平野電機株式会社を株式会社ミスターマックスに商号変更

昭和59年８月 株式会社ミスターマックスを株式会社ＭｒＭａｘに商号変更

昭和61年４月 福岡証券取引所に上場

昭和62年４月 大阪証券取引所市場第二部に上場

昭和63年９月 福岡市東区に本社移転

平成３年11月 決算期を８月20日から３月31日に変更

平成４年４月 ＰＯＳシステムの導入

平成６年９月 大阪証券取引所市場第一部に上場

平成６年12月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成７年７月 ＰＯＲ（荷受け時点管理）システムの導入

平成８年４月 東京本部設置

平成12年９月 国際標準化規格ＩＳＯ14001を取得

平成12年10月 子会社２社（株式会社ピーシーデポマックス及び株式会社ネットマックス）を設立

平成15年３月 西日本物流センター（現　ＭｒＭａｘ福岡物流センター）開設

平成15年９月 大阪証券取引所市場第一部上場を廃止

平成15年10月 関東物流センター開設

平成19年９月 関東物流センター（現　ＭｒＭａｘ埼玉物流センター）移設

平成21年７月 株式会社ピーシーデポマックスの持分を売却

平成21年12月 株式会社ネットマックスを吸収合併

平成23年９月 ＭｒＭａｘ広島物流センター開設

 

３【事業の内容】

当社は小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、セグメント別の記載を行っておりません。

 

当社の事業内容、取扱い商品及び販売形態(業態)の位置付け等は、次のとおりであります。

事業区分 主要商品 販売形態(業態)

小売及びこれに

付随する業務

 

(家電)

テレビ等の映像機器、オーディオ、通信機器、

冷蔵庫等の台所用家電品、洗濯機等の家事用家電品、

照明用品、エアコン等の季節家電品等の販売

店頭

インターネット

 

(アパレル)

実用衣料品、子供・ベビー衣料品、紳士衣料品、婦人衣料品、

シューズ、服飾雑貨品、時計・宝飾品等の販売

(住生活)

ペット用品、自転車、スポーツ用品、カー用品、玩具、文具、

園芸・ＤＩＹ用品、台所用品、日用雑貨品、インテリア・収納

用品等の販売

(ＨＢＣ（Health and Beauty Care）)

洗剤・化粧品、紙綿、医薬品等の販売

(食品)

菓子、飲料、加工食品、米、酒、日配食品等の販売

　なお、当社は小売及びこれに付随する業務を行っており、当該事業以外に事業別セグメントの種類がなく、また関

係会社も存在していないため、事業系統図の記載を省略しております。
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４【関係会社の状況】

(1）親会社

　該当事項はありません。

(2）連結子会社

　該当事項はありません。

 

(3）持分法適用関連会社

　該当事項はありません。

(4）その他の関係会社

　該当事項はありません。

 

５【従業員の状況】

当社は小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、セグメント別の記載を行っておりません。

 

(1）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

791(2,184) 37.5 13.4 4,870,141

（注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、年間の平均人員を（　　　）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合の状況は、次のとおりであります。

①　名称　　　　　　ＵＩゼンセン同盟ＭｒＭａｘ労働組合

②　結成年月日　　　平成２年３月26日

③　組合員数　　　　1,736名（臨時従業員数1,131名を含んでおります）

④　労使関係　　　　労使関係は良好に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

当社は小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、セグメント別の記載を行っておりません。

 

（1） 業績

　当事業年度は、政府の経済・金融対策を背景に、景気は緩やかな回復基調となりましたが、消費税率引き上げに

ともなう駆け込み需要の反動や、円安による物価高などから個人消費が落ち込むなど、消費環境は引き続き厳しい

状況が続いております。

　このような環境下、「普段の暮らしをより豊かに、より便利に、より楽しく」を経営理念とする当社は、お客様

に対して継続的に「価値ある安さ」を提供すべく、購買頻度が高く普段の暮らしに直結する商品について、年間を

通して低価格を実現する取り組みを強化するとともに、新規出店も継続的に行って参りました。具体的には従来の

ＭｒＭａｘの品揃えに生鮮食品を加えた「スーパーセンター」業態において、６月に八幡東店（福岡県北九州

市）、７月に伊万里店（佐賀県伊万里市）、８月に唐津店（佐賀県唐津市）の計３店舗を開店し、さらに小商圏・

高来店頻度型の小型店舗「Select」業態では、８月にSelect宇美店（福岡県糟屋郡）、12月にSelect福津店（福岡

県福津市）の計２店舗を開店しました。これにより、当事業年度末の店舗数は60店舗に達しました。一方、足元の

トピックとして、近年急激に増加している訪日外国人観光客の取り込みを目的に、免税販売対応をはじめとする買

い物環境の整備を１月より開始し、当事業年度末の免税販売対応店舗は九州内で６店舗となりました。

　当事業年度の業績に関しては、ここ数年続いてきた利益水準の低迷に歯止めを掛けるべく、多額の損失処理に踏

み切ったという点で当社にとって大きな意味を持つ決算となりました。当社では、売上高営業利益率１％弱と低調

な収益推移、加えて増税直後の反動・天候不順から想定以上の販売下落を強いられ、半期ベースでは上場来初の営

業赤字となりました。この当事業年度上期決算を重要な課題と捉え、昨年末より外部専門家も活用しながら中期経

営計画の策定を進めてまいりました。当事業年度の決算内容にも同計画の骨子が鮮明に反映されております。

　まず当事業年度の売上高は、消費税増税の駆け込み需要の反動減や夏季の天候不順等の向かい風はあったもの

の、上述の５店舗の新店効果、及び下期の戦略的な売価見直しによる集客増もあって前期比1.0％の増収を維持し

ました。商品部門別にみると、スーパーセンター業態の店舗数増加を背景に日配品や加工食品が好調だった「食品

部門」、お客様の新しいライフスタイルに合わせて品揃えを拡大しているスポーツ用品や収納用品の好調に支えら

れた「住生活部門」が前期に比べて売上を伸ばしました。反対に、消費税増税の駆け込み需要の反動や、夏季の天

候不順の影響が大きかった「家電部門」や「ＨＢＣ（Health and Beauty Care）部門」の売上は前期を割り込んで

います。なお、当事業年度の営業収益（売上高＋不動産賃貸収入＋その他の営業収入）は1,142億62百万円（前期

比1.0％増）と増収となりました。

　当事業年度の利益面に関しては、昨今の収益性低迷の一因となっていた滞留在庫に対し、値下げ処分に加え、

（a）期末に商品評価損約７億円を売上原価に計上したことから、営業利益段階は８億76百万円の赤字（前期は６

億36百万円の黒字）となり、それが反映される形で経常利益段階においても７億83百万円の赤字（同７億18百万円

の黒字）となりました。当期純利益は29億82百万円の赤字（同67百万円の黒字）と経常損失の水準に比して多額の

赤字となりましたが、これは、（b）収益性の低下が認められる店舗に対し、梃入れ策を策定・実行する一方で、

「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し、９億17百万円の減損損失を特別損失に計上したこと、（c）今後の

収益回復が容易でないと判断された店舗に対し、将来の店舗撤退時に発生する損失を先取りする形で８億82百万円

の店舗閉鎖損失を同様に特別損失に計上したこと、が主因となります。

　一連の損失処理（上記a、b、c）は売上原価段階で７億円、特別損失段階で18億円の総額25億円に上るなど、短

期的にみれば確かに厳しい内容ではありますが、同処理を断行することにより、財務リスクの大幅軽減はもとよ

り、中期経営計画に掲げた諸施策実行の確実性向上、ひいては施策実行による当社収益の飛躍的な改善、に直結す

るものと確信しております。

（2） キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税引前当期純損失が25億74百万円となり、減価償却費23億60百万円、減損損失９億17百万円を計上し、店舗

閉鎖損失引当金が８億67百万円増加した一方で、仕入債務が14億６百万円減少したことなどにより、営業活動

により得られた資金は14億88百万円（前期比66.4％減）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出28億92百万円、預り敷金及び保証金の返還による支出５億68百万円などによ

り、投資活動の結果使用した資金は34億６百万円（前期比33.3％減）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

借入金の増加14億56百万円に対し、配当金の支払い１億67百万円などの支出があり、財務活動により得られ

た資金は11億33百万円（前期比26.7％減）となりました。

これらの結果、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ７億94百万円減少

し、18億97百万円となりました。
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２【仕入及び販売の状況】

　当社は小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、セグメント別の記載を行っておりません。

 

（1） 仕入実績

　当事業年度の仕入実績を部門別に示しますと、次のとおりであります。

　なお、下記の金額には消費税等は含まれておりません。

部門別

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

仕入高（百万円） 前年同期比（％）

食品 29,852 108.2

ＨＢＣ 19,472 99.8

住生活 18,984 104.0

家電 12,367 90.3

アパレル 6,036 105.3

その他 16 76,212.1

合計 86,730 102.3

 

（2） 販売実績

　下記の金額には消費税等は含まれておりません。

①　地区別売上高

　当事業年度の販売実績を地区別に示しますと、次のとおりであります。

地区別

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

売上高（百万円） 前年同期比（％）

九州地区 65,780 104.8

中国地区 15,520 95.5

関東地区 27,781 95.9

その他 525 110.6

合計 109,608 101.0

（注）１．当事業年度において、八幡東店（福岡県北九州市）、伊万里店（佐賀県伊万里市）、唐津店（佐賀県唐津

市）、Select宇美店（福岡県糟屋郡）、Select福津店（福岡県福津市）を開店いたしました。

２．「その他」は、インターネット販売等の売上高です。
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②　部門別売上高

　当事業年度の販売実績を部門別に示しますと、次のとおりであります。

部門別

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

売上高（百万円） 前年同期比（％）

食品 35,344 107.2

住生活 26,477 100.9

ＨＢＣ 23,349 98.2

家電 15,880 93.1

アパレル 8,548 101.4

その他 8 636.4

合計 109,608 101.0

 

③　単位当たり売上高

項目
当事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

前年同期比（％）

売上高（百万円） 109,608 101.0

売場面積（㎡） 340,632 107.0

１㎡当たり売上高（百万円） 0.3 94.4

従業員数（人） 2,997 102.6

１人当たり売上高（百万円） 36 98.4

（注）１．従業員数には、パートタイマー、アルバイト、嘱託社員及び人材会社からの派遣社員を含んでおります。

２．売場面積及び従業員数は、いずれも期中平均であります。
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３【対処すべき課題】

　当社を取り巻く環境は、少子高齢化や地方格差・所得格差の拡大など構造要因に加え、最近の物価高騰を背景にお

客様の商品や価格に対する要求水準は従来以上に高まっていると考えられます。その一方で、小売業界では、業態の

垣根を越えた競争がますます激化しています。

　このような環境下、当社では、経営理念である「普段の暮らしをより豊かに、より便利に、より楽しく」に則り、

お客様に満足していただける商品やサービスを、毎日低価格（エブリデイ・ロープライス）で提供し続けることは勿

論、当社が課題と認識しております収益性確保の観点からは、売上高営業利益率を重要な経営指標と考え、価値ある

安さの提供と当社の収益を両立できるよう、ローコスト運営に更に磨きをかけていくことが重要と考えております。

　こうした基本戦略に加え、当社では、新たに平成31年度を最終年度とする中期経営計画を策定しました。同計画に

おいては「商品改革」・「オペレーション改革」の２つを収益向上に向けた重点施策に掲げており、これらを確実に

実行してまいります。

 

①「商品改革」

　近時、お客様は「限られた時間の中で」「お店を使い分けながら」「最も自分のニーズに合ったもの、コストパ

フォーマンスの高いものを選んで買い物をする」という所謂“Smart Shopping”、すなわち「より賢い消費行動をと

る」傾向が強まっています。こうした中、当社では、従来から強みとしている「価値ある安さ」だけでなく、「商品

の確からしさ（迷わず・悩まず買える）」や「店の代名詞となるような核売場の存在」を今一度徹底すべく、お客様

の強いご支持をいただける品種（商品カテゴリ）の育成・拡大に努めて参ります。当該改革実行の準備として、既に

当事業年度では商品評価損を計上したほか、足元では、売れ行きの芳しくないアイテムの削減に着手するなど、新し

い提案に向けた売場スペースの確保を進めている最中です。

 

②「オペレーション改革」

　オペレーション改革に関しては、既に外部専門家も交えた客観的な現状分析を通じて、商品補充に係る店頭従業員

の作業負荷や、店舗間のオペレーションのバラツキに起因した非効率性等の課題について可視化済であり、現状比

15％の作業効率改善（＝売上高人件費率の改善）が可能と考えております。既に、商品の中でも在庫補充に係る負担

の重い食品やＨＢＣ（Health and Beauty Care）についてはアイテム数の削減に着手しており、これらの取り組みを

やり抜くことで確実に実行可能と考えています。

 

以上に加え、法令遵守への取り組みにつきましては、継続して、ＭｒＭａｘの役員及び従業員一人一人が果たすべき

行動指針をまとめた「ミスターマックス行動規範」及び各種法令の遵守状況について、弁護士と危機管理の専門家を

社外委員とする「コンプライアンス委員会」を定期的に開催し、問題点の早期発見と改善策の徹底に努めてまいりま

す。

　当社は、中期経営計画の着実な遂行を通じて、収益のＶ字回復と、持続的な企業価値の向上に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成27年３月31日）現在において当社が判断したもので

あります。

（1） 経済状況、気象状況について

　当社の収入である一般消費者への商品販売収入及び当社が運営するショッピングセンターのテナントからの賃貸

収入は、個人消費動向の影響を受けます。出店地域の景気や雇用情勢、人口構成の変化のほか、冷夏、暖冬等の気

象の変化は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（2） 競合について

　当社は、平成27年３月31日現在、九州・中国地方と関東地方に60店舗を展開し、家庭用品、家電品、衣料品等普

段の暮らしに必要な商品を取り扱っておりますが、当社の出店エリアにおいて、それぞれの分野の専門店、大手

スーパー、ホームセンター、ドラッグストア等様々な業態の店舗と競合しております。また、当社出店エリアへの

他業態の今後の新規出店によっては、競争が激化する可能性もあります。当社は、「安さ」と「買い物のしやす

さ」を提供することにより、ディスカウントストアという業態を確立し、他業態との差別化を図っていく所存であ

りますが、こうした競合・競争は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（3） 在庫評価について

　当社の取扱い商品は、普段の暮らしに必要なベーシックな品揃えが中心でありますが、ライフサイクルの短いデ

ジタル家電製品や、映像・オーディオ・ゲームソフト、季節商品等では、陳腐化により荒利益率の低下や商品評価

減等により、当社の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（4） 保有固定資産の減損の可能性について

　今後、固定資産を所有する事業単位（店舗あるいはショッピングセンター）ごとの収益が悪化する等「固定資産

の減損に係る会計基準」による減損を認識した場合には、評価損の発生により当社の業績と財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。

（5） 差入保証金について

　当社は、店舗を賃借する場合に、契約時に賃貸人に対し保証金を差し入れる場合があります。

　当該保証金は期間満了等による契約解消時に契約に従い返還されることになっておりますが、賃貸人の経済的破

綻等によりその一部又は全額が回収できなくなる可能性があります。また、契約に定められた期間満了日前に中途

解約をした場合は、契約内容に従って契約違約金の支払いが必要となる場合があります。

（6） 会計制度、税制等について

　国際会計基準や税制の新たな導入・変更により、当社の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（7） 公的規制について

　当社は、通商、労働、独占禁止、下請、特許、消費者、個人情報保護、租税、貿易、外国為替、立地、環境・リ

サイクル、廃棄物処理等の法規制の適用を受けております。

　当社は平成16年８月にコンプライアンス委員会を組織するなど法令遵守体制の強化に努めておりますが、これら

の法規制を遵守できなかった場合は、企業イメージの損傷による売上の減少、対応のためのコストの増加につなが

り、当社の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（8） 地震等の災害について

　当社は、お客様の安全確保と営業の継続又は速やかな復旧を目的とした緊急事態対応マニュアルを整備し、でき

うる限り対策を講じておりますが、今後、当社の店舗が集積する九州・中国地方と関東地方において大規模な災害

が発生した場合には、休業、建物・商品の損害などにより、当社の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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（9） 商品の安全性及び表示について

　当社は、お客様に安全な商品を提供するとともに正確な情報をお伝えするよう努めておりますが、当社の取扱い

商品について重大な事故が生じた場合には、商品回収や製造物責任賠償が生じる場合があり、商品の廃棄ロスを含

め、当社の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（10）今後の金利変動による影響について

　当社は、有利子負債の圧縮とともに金利上昇の影響をできるだけ軽減できるよう努めておりますが、今後の資金

調達の動向によっては、金利変動に伴う支払利息負担の増加が、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末（平成27年３月31日）現在において当社が判断したものであります。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成されており

ます。

　財務諸表における報告数値のうち一部の数値については、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる見積

りを基にその算出を行っておりますが、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

　当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　財務諸表等」の「重要な会計方針」

に記載しております。

 

（2）当事業年度の財政状態の分析

　当事業年度末における当社の総資産は、売掛金や現預金が減少したことなどにより、前事業年度末に比べて

７億18百万円減少し、780億89百万円となりました。

　負債は、借入金やリース債務が増加したことなどにより、前事業年度末に比べ23億７百万円増加し、597億49

百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金の減少などにより、前事業年度末に比べ30億26百万円減少し、183億39百万円となりま

した。

 

（3）当事業年度の経営成績の分析

　当事業年度の経営成績の分析については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1)業績」に記載のとおり

であります。

 

（4）経営成績に重要な影響を与える要因、経営者の問題認識と今後の方針について

　経営成績に重要な影響を与える要因、経営者の問題認識と今後の方針については、「第２　事業の状況　３　

対処すべき課題　及び　４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 

（5）キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度に実施いたしました設備投資の総額は3,417百万円であります。

その主なものは、新規店舗に係るもの2,091百万円及び店舗の改修に係るもの1,180百万円であります。

（当社は小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、セグメント別の記載を行っておりませ

ん。）

 

 

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に60店舗を有しており、うち30店舗についてはショッピングセンターとして運営・管理しておりま

す。なお、主要な設備は次のとおりであります（当社は小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるた

め、セグメント別の記載を行っておりません）。

平成27年３月31日現在
 

事業所名
（所在地等）

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物
（百万円）

構築物
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本部

（福岡市東区）
統括業務施設 251 8

475

(2,297)
664 343 1,743 176

東京本部

（東京都港区）
統括業務施設 6 － － － 0 7 21

九州地区
営業用設備

物流センター
12,195 633

21,570

（423,024)
940 1,842 37,182 378

中国地区
営業用設備

物流センター
1,920 55

3,862

(103,666)
－ 694 6,532 92

関東地区
営業用設備

物流センター
2,504 146

990

(35,832)
－ 216 3,857 124

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具２百万円、器具備品3,094百万円であります。なお、金額には消

費税等は含まれておりません。

２．土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料（オペレーティング・リースを含む）は5,265百万円であ

ります。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称
当期リース料
（百万円）

リース期間
リース契約残高
（百万円）

店舗

（所有権移転外ファイナンス・リース）
577 ９～10年 4,796

土地・店舗

（オペレーティング・リース）
2,964 主に20年 18,630
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当事業年度末現在における重要な設備の改修等に係る投資予定金額は、324百万円であり、その所要資金について

は、自己資金、借入金にてまかなう予定であります。

　重要な設備の新設、除却等の計画は、次のとおりであります（当社は小売及びこれに付随する事業を行う単一セグ

メントであるため、セグメント別の記載を行っておりません）。

(1) 新設

　該当事項はありません。

(2) 改修

事業所名 設備の内容
投資予定金額（百万円）

資金調達方法
着手及び完了予定年月

摘要
総額 既支払額 着手 完了

おゆみ野店

他２店舗
省エネ改修 324 －

自己資金及

び借入金
平成27年７月 平成27年12月  

計 324 －     

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２．投資予定金額には敷金・保証金を含んでおりません。

 

(3) 除却及び売却

　経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
　（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
 （平成27年６月26日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通

株式
39,611,134 39,611,134

東京証券取引所市場第一部

福岡証券取引所
単元株式数 100株

計 39,611,134 39,611,134 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成８年３月31日

（注）１
171,252 39,611,134 155 10,229 155 9,944

（注）１．上記の増加は、転換社債の株式転換（平成７年４月１日～平成８年３月31日）によるものであります。

２．平成27年６月26日開催の定時株主総会において、資本準備金を1,970百万円減少し、繰延利益剰余金の欠損

を填補することを決議しております。

 

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満

株式の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他

の法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数（人） － 27 32 155 55 2 8,834 9,105 －

所有株式数

（単元）
－ 62,083 3,786 51,848 85,114 40 191,701 394,572 153,934

所有株式数の

割合（％）
－ 15.73 0.96 13.14 21.57 0.01 48.59 100.00 －

（注）１．自己株式6,410,628株は「個人その他」に64,106単元、「単元未満株式の状況」に28株含めて記載しており

ます。なお、自己株式6,410,628株は株主名簿記載上の株式数であり、平成27年３月31日現在の実保有株式

数は6,410,228株であります。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ35単元

及び67株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ヒラノマネージメントビーヴィ
（常任代理人 ＵＢＳ証券会社）

Prins Bernhardplein 200 1097JB
Amsterdam，The Netherlands
（東京都千代田区大手町一丁目５番１号）

6,435.5 16.25

有限会社 Waiz Holdings 福岡市東区松田一丁目５番７号 2,778.3 7.01

ミスターマックス取引先持株会 福岡市東区松田一丁目５番７号 2,023.2 5.11

ＭｒＭａｘ社員持株会 福岡市東区松田一丁目５番７号 1,547.7 3.91

株式会社 福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番１号 1,414.2 3.57

日本トラスティ・サービス

信託銀行 株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,390.7 3.51

平野　能章 福岡市東区 1,075.5 2.72

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 801.2 2.02

平野　耕司 福岡市東区 763.6 1.93

BANK LOMBARD ODIER AND CO LTD

GENEVA

（常任代理人 三菱東京UFJ銀行）

11,RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211 GENEVA

SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

750.0 1.89

計 － 18,980.2 47.92

（注）　提出会社は自己株式 6,410.2千株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,410,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,047,000 330,470 －

単元未満株式 普通株式 153,934 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  39,611,134 － －

総株主の議決権  － 330,470 －

（注）　上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、3,500株（議決権の数35個）

含まれております。
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②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ミスターマックス
福岡市東区松田

一丁目５番７号
6,410,200 － 6,410,200 16.2

計 － 6,410,200 － 6,410,200 16.2

（注）　上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が400株（議決権の数4

個）あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,640 510,241

当期間における取得自己株式 215 59,691

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他（単元未満株式の売渡し) 35 14,175 96 38,880

保有自己株式数 6,410,228 － 6,410,347 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び売渡しによる株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、配当の継続を重視しており、会社の経営成績及び財政状態並びに今後の見通し等を総合的に勘案しなが

ら、当面は配当性向30％以上を目標に安定的な配当の実施に努めてまいります。

　また、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当社は、会社法第454条第５項の規定に従い、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中

間配当を行うことができる」旨を定款に定めております。

　しかしながら、当事業年度の配当につきましては、平成27年５月１日に開示いたしました「平成27年３月期業績予

想及び配当予想の修正に関するお知らせ」に記載のとおり、増収ではありますが当期純損失を計上するという当期の

業績から、無配とさせていただきたく存じます。

　今後は、中期経営計画の着実な遂行を通じて、収益のＶ字回復と持続的な企業価値の向上に努め、早期に復配し安

定した配当政策を実施することを目標に、企業経営の基盤を確立する所存でございます。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 454 375 359 421 372

最低（円） 210 236 284 290 278

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 平成26年11月 平成26年12月 平成27年１月 平成27年２月 平成27年３月

最高（円） 329 313 288 294 290 292

最低（円） 294 280 279 278 278 279

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　９名　女性　１名　（役員のうち女性の比率10.0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)

最高経営責任者

（ＣＥＯ）兼

最高執行責任者

（ＣＯＯ）

平野　能章 昭和33年７月15日生

 
昭和61年９月 当社入社

昭和62年４月 ノムラ・セキュリティーズ・イン

ターナショナルInc.へ出向

平成元年４月 当社営業企画部長

平成元年11月 当社取締役営業企画部長に就任

平成２年11月 当社常務取締役に就任

平成３年11月 当社専務取締役に就任

平成４年７月 当社代表取締役副社長に就任

平成７年６月

平成20年４月

当社代表取締役社長に就任（現任）

当社最高経営責任者兼最高執行責任

者に就任（現任）
 

(注)３ 1,075.5

取締役

執行役員
管理本部長 小田　康徳 昭和30年３月26日生

 
昭和52年４月 当社入社

平成６年７月 当社開発部長

平成７年６月 当社取締役開発部長に就任

平成８年４月 当社取締役ＳＣ開発部長に就任

平成15年６月 当社常務取締役開発本部長に就任

平成20年４月 当社取締役常務執行役員開発本部

長に就任

平成21年６月 当社取締役執行役員開発本部長に

就任

平成23年６月 当社取締役執行役員管理本部長に

就任

平成27年４月 当社取締役執行役員管理本部長兼

財務部長に就任

平成27年６月 当社取締役執行役員管理本部長に

就任（現任）
 

(注)３ 75.3

取締役

執行役員
財務部長 中野　英一 昭和35年８月４日生

 
昭和59年４月 株式会社太陽神戸銀行（現株式会

社三井住友銀行）入行

平成12年４月 当社入社

平成14年７月 当社財務部長

平成15年６月 当社取締役財務部長に就任

平成18年７月 当社取締役財経本部長に就任

平成20年４月 当社取締役執行役員財経本部長に

就任

平成22年７月 当社取締役執行役員管理本部長に

就任

平成23年６月 当社取締役執行役員開発本部長に

就任

平成27年６月 当社取締役執行役員財務部長に就

任（現任）
 

(注)３ 39.6

取締役

執行役員
商品本部長 内座　優典 昭和38年10月26日生

 
昭和61年３月 当社入社

平成15年８月 当社商品第２部長

平成20年４月 当社営業本部第３店舗運営部長

平成21年６月 当社執行役員店舗運営部長

平成22年７月 当社執行役員営業本部長

平成23年６月 当社取締役執行役員営業本部長に

就任

平成25年４月 当社取締役執行役員商品本部長に

就任（現任）
 

(注)３ 16.8
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

執行役員

社長室長兼

経営企画室長
吉田　康彦 昭和31年２月10日生

 
昭和53年４月 当社入社

平成10年９月 当社経営企画部長

平成12年３月 当社e-commerce推進部長

平成13年11月 当社物流部長

平成15年６月 当社取締役物流部長に就任

平成17年１月 当社取締役商品本部長に就任

平成20年４月 当社取締役執行役員商品本部長に

就任

平成20年10月 当社取締役執行役員経営企画室長

に就任

平成23年６月 当社常勤監査役に就任

平成25年６月 当社取締役執行役員社長室長に就

任

平成27年４月 当社取締役執行役員社長室長兼経

営企画室長に就任（現任）
 

(注)３ 54.6

取締役

執行役員
営業本部長 宮崎　隆 昭和34年６月15日生

 
昭和58年４月 当社入社

平成11年４月 当社店舗運営部長

平成12年９月 当社首都圏ブロック長兼新習志野

店店長

平成15年７月 当社商品本部第３部長

平成17年２月 当社橋本店店長

平成20年４月 当社執行役員商品副本部長

平成20年８月 当社執行役員商品本部長

平成22年７月 当社長崎店店長

平成25年４月 当社執行役員営業本部長

平成27年６月 当社取締役執行役員営業本部長に

就任（現任）
 

(注)３ 20.0

取締役  家永　由佳里 昭和49年10月26日生

 
平成14年４月 最高裁判所司法修習生（第56期）

平成15年10月 福岡県弁護士会弁護士登録

徳永・松崎・斉藤法律事務所入所

平成22年３月 弁護士登録抹消

平成23年12月 福岡県弁護士会弁護士再登録

徳永・松崎・斉藤法律事務所入所

平成27年６月 当社取締役に就任（現任）
 

(注)

１、３
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  石田　富英雄 昭和30年10月20日生

 
昭和54年４月 当社入社

平成11年７月 当社人事部長

平成15年６月 当社取締役人事部長

平成17年１月 当社取締役物流部長兼業務システ

ム部長

平成21年６月 当社執行役員管理本部長

平成22年７月 当社大野城店店長

平成25年４月 当社総務部長

平成25年８月 当社総務人事部長

平成27年４月 当社総務部長

平成27年６月 当社常勤監査役に就任（現任）
 

(注)４ 26.5

監査役  多川　一成 昭和33年７月18日生

 
平成５年４月 弁護士登録（福岡県弁護士会）

平成８年４月 岩崎・多川法律事務所（現大名総

合法律事務所）を共同経営

平成18年４月 福岡県弁護士会　総務事務局長

平成20年４月 福岡県弁護士会　広報委員会委員

長

平成23年６月 当社監査役に就任（現任）

平成26年４月 福岡県弁護士会副会長兼福岡部会

長
 

(注)

２、４
－

監査役  佐藤　元治 昭和25年１月25日生

 
昭和47年４月 高木公認会計士事務所入所

昭和49年９月 税理士真船良夫事務所入所

昭和51年４月 監査法人太田哲三事務所（現新日

本有限責任監査法人）入所

平成23年８月 田中公認会計士事務所入所

平成27年６月 当社監査役に就任（現任）
 

(注)

２、４
－

 計 1,308.4

 （注）１．取締役の家永由佳里は社外取締役であります。

２．監査役の多川一成及び佐藤元治の両名は社外監査役であります。

３．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役２名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

渡邊　洋祐 昭和49年４月26日生

 
平成12年４月 弁護士登録(福岡県弁護士会)徳永・松崎・斉藤法律事務所入所

平成18年３月 徳永・松崎・斉藤法律事務所退所

平成18年４月 渡邊洋祐法律事務所設立

平成18年10月 福岡簡易裁判所民事調停官就任

平成20年９月 福岡簡易裁判所民事調停官任期満了

平成21年４月 西南学院大学法科大学院非常勤講師就任（現在に至る）
 

－

末國　伸一 昭和35年１月13日生

 
昭和57年４月 当社入社

平成19年10月 当社総務部長

平成22年11月 当社山口店店長

平成25年４月 当社総務部監査役会事務局長

平成25年６月 当社常勤監査役

平成27年６月 当社総務部長（現在に至る）
 

7.2
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社の経営理念を追求し、企業価値を高めるために、コーポレート・ガバナンスの強化が重要な経営課題である

と認識しております。現行の経営管理組織を一層充実、強化することにより、激変する経営環境に迅速かつ的確に

対応するとともに、効率性、健全性、透明性を重視した経営を進めてまいります。また、ＩＲ活動、ホームページ

を活用した情報開示を進めるとともに、株主のご意見やアドバイスを経営に反映させるよう努めております。

①　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．当社の取締役会は、社内取締役６名（執行役員兼務５名）、及び社外取締役１名により構成しております。社

外取締役は、取締役会において独立した立場から経営に対する提言を行い、企業の健全性の確保とコンプライ

アンス経営の推進、経営監督機能の充実を図っております。

ロ．当社は監査役制度を採用しており、社内監査役１名（常勤）、及び社外監査役２名による監査を実施しており

ます。社外監査役は、重要な意思決定の過程を把握するために、取締役会などの重要な会議に出席し、業務執

行状況を確認するほか、それぞれの専門的立場から経営と財産の状況について監査を行い、経営監視機能の強

化を図っております。

ハ．当社は、経営の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会を月1回以上開催し、的確かつ迅

速に経営上の重要事項を審議・決議しております。また、当社は平成20年４月から、一層の経営責任の明確化

と意思決定の迅速化による経営機構の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役

会から選任され、一定の事業や本部、部門を責任を持って執行する者であり、その区分を明確にすることで経

営の効率化や取締役会の機能の強化を図っております。

 

当社の統治体制を図で示すと以下のようになります。

 

②　内部監査及び内部統制システムの整備及び監査役監査の状況

イ．内部監査及び内部統制システムの整備の状況

　当社は社長直轄の組織として、監査部を設置しております。専任４名で構成され、監査役会及び会計監査人と

連携を図りながら、内部統制の観点から各部門の業務の適法性及び妥当性について監査を実施しております。

ロ．監査役監査の状況

　監査役会は、社内監査役１名（常勤）、社外監査役２名で構成されております。各監査役は重要な意思決定の

過程を把握するために、取締役会などの重要な会議に出席し、業務執行状況を確認するほか、それぞれの専門的

立場から経営と財産の状況について監査を行い、経営監視機能の強化を図っております。また、会計監査人及び

監査部との連携を通じ、取締役の業務執行状況について厳正なチェックを行っております。

EDINET提出書類

株式会社ミスターマックス(E03103)

有価証券報告書

20/65



③　社外取締役及び社外監査役

　当社は、社外取締役を１名、社外監査役を２名おいております。

　社外取締役の家永由佳里氏は弁護士の資格を有しており、企業の法務に精通し、企業経営を統治する十分な見識

を有していることから、社外取締役としての職務を適正に遂行できると判断しております。また、同氏と当社の間

に、特記すべき人間関係、資本関係又は、取引関係その他の利害関係はありません。

　社外監査役の多川一成氏は弁護士の資格を有しており、企業の法務に精通し、企業経営を統治する十分な見識を

有していることから、社外監査役としての職務を適正に遂行できると判断しております。また、同氏と当社の間

に、特記すべき人間関係、資本関係又は、取引関係その他の利害関係はありません。

　社外監査役の佐藤元治氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するこ

とから、社外監査役としての職務を適正に遂行できると判断しております。また、佐藤元治氏は、当社の会計監査

人である新日本有限責任監査法人に所属しておりましたが、平成23年８月に退職しており、当社経営陣から独立し

た立場から、社外監査役としての職務を充分に果たすことが可能であると判断しております。

　当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、３名と

も充分な独立性が確保できると判断しております。なお、社外取締役１名、社外監査役２名について、株式会社東

京証券取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として、両取引所に届け出ております。

 

④　会計監査の状況

　会計監査は、新日本有限責任監査法人との間で監査契約を締結し、法定監査を受けております。会計監査人と監

査役会との連携を図り、会計監査の実効性の向上に努めております。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員　　柴田　祐二 新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　　宮本　義三 新日本有限責任監査法人

※継続監査年数については全員７年以内であるため記載を省略しております。

　監査業務に係る補助者の構成は監査法人の監査計画に基づき、公認会計士12名及びその他13名で構成されており

ます。

 

⑤　リスク管理体制の整備状況

イ．取締役会によるリスク管理

　定例取締役会において、営業状況、資金繰りを含めた財務状況、店舗開発の進捗状況が報告されているほか、

必要に応じて臨時取締役会が開催され、リスクへの早期対応を行っております。

ロ．内部統制システムの活用

　監査部員が、各店舗及び本部の各部署を定期的に監査し、リスクの所在を早期発見し、業務執行責任者である

社長に急報できるよう体制を整えております。

ハ．緊急事態への対応

　緊急事態対応マニュアルが、各部署及び幹部社員の自宅に常備されており、早期に対策本部を設置できる体制

を整えております。

ニ．「お客様からのご意見事例」の活用

　各店舗及び本部で発生した事故、お客様からのご意見を月次で取りまとめ、同様の問題が発生した場合の対応

策を明記した上で、社内ポータルサイトに掲載、社内で情報を共有するとともに、再発防止に向けた教材として

活用しております。

ホ．コンプライアンス体制

　当社のコンプライアンス体制構築とその徹底、推進並びに法令等や行動規範に違反する行為に対処するため、

当社社長を委員長とし弁護士と危機管理の専門家を社外委員とするコンプライアンス委員会を組織しており、社

内監査役もオブザーバーとして出席する定例委員会を定期的に開催し、問題点の早期発見と改善策の徹底に努め

ております。また、当社の役員及び従業員が守るべき行動規範として、「ミスターマックス行動規範」を制定

し、コンプライアンスを重視した経営を明確にしております。さらに、社内（総務部内）・社外（外部弁護士事

務所内）に、「ミスターマックス　コンプライアンス・ヘルプライン」を設置しており、当社の役員及び従業員

から、法令違反や企業倫理上の問題等に関する相談を受け付け、透明性の高い組織作りに努めております。
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⑥　役員報酬等

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等の総額は次のとおりであります。

区分 支給人員
支給額（百万円）

基本報酬 ストックオプション 賞与 退職慰労金 総額

取締役 5名 89 － － － 89

監査役 1名 9 － － － 9

社外役員 2名 6 － － － 6

合計 8名 104 － － － 104

(注)１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

     ２．取締役及び監査役の報酬額については、平成15年６月27日開催の第54回定時株主総会において、取締役

の報酬額を月額1,700万円以内、監査役の報酬額を月額250万円以内と決議いたしております。取締役の

個別の報酬額については、当社の業績および各人の取締役としての責任の度合を考慮し、取締役会の決

議により決定し、監査役の個別の報酬額については監査役の協議により決定しております。

     ３．上記のほか、使用人兼務取締役４名の使用人分給与相当額40百万円を支払っております。

 

⑦　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　３銘柄　312百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　（前事業年度）

　　特定投資株式

銘柄名 株式数 貸借対照表計上金額 保有目的

㈱ふくおかフィナンシャルグループ 　395,408株 167百万円 取引基盤強化

㈱西日本シティ銀行 154,081株 35百万円 〃

㈱山口フィナンシャルグループ 10,000株 9百万円 〃

 

　（当事業年度）

　　特定投資株式

銘柄名 株式数 貸借対照表計上金額 保有目的

㈱ふくおかフィナンシャルグループ 　395,408株 244百万円 取引基盤強化

㈱西日本シティ銀行 154,081株 53百万円 〃

㈱山口フィナンシャルグループ 10,000株 13百万円 〃

 

ハ．保有目的が純投資目的の投資株式

　当社が、純投資目的で所有する、投資株式の貸借対照表計上額の合計額並びに、受取配当額、売却損益及び評

価損益は、以下の通りであります。

区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金の
合計額

売却損益の
合計額

評価損益の
合計額

非上場株式 2 1 0 － (注)

上記以外の株式 187 232 4 － 67

　（注）　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

評価損益は記載していません。

ニ．保有目的を変更した投資株式

　該当事項はありません。
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⑧　社外取締役及び社外監査役との間の責任限定契約

　当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償請求の限度額は、同法第425条第１項に定め

る額としております。

⑨　取締役の定員

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

⑩　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑪　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項

イ．自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる旨

を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策等の遂行を可能とすることを目

的とするものであります。

ロ．中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定に従い、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とする

ものであります。

ハ．取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項に定める取締役

（取締役であった者も含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の責任を、法令の定める限度において免除

することができる旨を定款に定めております。これは、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる

ようにすることを目的とするものであります。

 

⑫　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬 非監査業務に基づく報酬 監査証明業務に基づく報酬 非監査業務に基づく報酬

33百万円 － 33百万円 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

会計監査人の報酬の額については、当社の事業規模の観点から合理的監査日数を勘案のうえ決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入するほか、各種セミナーへ参加しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,569 1,897

売掛金 2,641 1,544

有価証券 123 －

商品 8,945 9,045

貯蔵品 79 77

前払費用 487 525

繰延税金資産 641 736

未収入金 288 320

その他 439 472

流動資産合計 16,215 14,621
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

固定資産   

有形固定資産   

建物 36,333 37,996

減価償却累計額 △19,978 △21,118

建物（純額） ※１ 16,355 ※１ 16,877

構築物 4,830 5,048

減価償却累計額 △4,064 △4,204

構築物（純額） 766 844

車両運搬具 39 32

減価償却累計額 △38 △29

車両運搬具（純額） 1 2

工具、器具及び備品 7,056 7,723

減価償却累計額 △4,336 △4,629

工具、器具及び備品（純額） 2,720 3,094

土地 ※１ 27,204 ※１ 27,167

リース資産 1,309 2,119

減価償却累計額 △362 △514

リース資産（純額） 947 1,605

建設仮勘定 361 －

有形固定資産合計 48,356 49,591

無形固定資産   

ソフトウエア 199 146

電話加入権 25 25

無形固定資産合計 224 171

投資その他の資産   

投資有価証券 516 545

出資金 0 0

長期貸付金 9 2

長期前払費用 1,218 1,170

繰延税金資産 585 133

敷金 4,716 4,802

差入保証金 6,463 6,767

店舗賃借仮勘定 276 50

その他 229 231

貸倒引当金 △5 －

投資その他の資産合計 14,010 13,705

固定資産合計 62,591 63,468

資産合計 78,807 78,089
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 6,109 912

電子記録債務 － 5,120

買掛金 8,956 7,646

短期借入金 500 －

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 9,065 ※１ 10,750

リース債務 88 277

未払金 ※２ 2,023 ※２ 2,690

未払費用 24 27

未払法人税等 339 －

前受金 389 120

預り金 985 1,615

前受収益 208 205

賞与引当金 456 308

設備関係支払手形 210 65

設備関係電子記録債務 － 38

流動負債合計 29,358 29,777

固定負債   

長期借入金 ※１ 20,078 ※１ 20,349

リース債務 858 1,891

退職給付引当金 658 704

店舗閉鎖損失引当金 － 867

長期前受収益 192 168

長期預り敷金 3,600 3,509

長期預り保証金 1,466 1,162

資産除去債務 1,029 1,119

その他 200 200

固定負債合計 28,083 29,972

負債合計 57,442 59,749
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,229 10,229

資本剰余金   

資本準備金 9,944 9,944

その他資本剰余金 6 6

資本剰余金合計 9,951 9,951

利益剰余金   

利益準備金 526 526

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 64 61

別途積立金 2,120 2,120

繰越利益剰余金 1,056 △2,086

利益剰余金合計 3,766 622

自己株式 △2,598 △2,598

株主資本合計 21,349 18,204

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3 85

繰延ヘッジ損益 12 49

評価・換算差額等合計 15 135

純資産合計 21,365 18,339

負債純資産合計 78,807 78,089

 

EDINET提出書類

株式会社ミスターマックス(E03103)

有価証券報告書

28/65



②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 ※１ 108,478 ※１ 109,608

売上原価   

商品期首たな卸高 9,096 8,945

当期商品仕入高 84,795 86,730

合計 93,891 95,676

商品期末たな卸高 ※２ 8,945 ※２ 9,045

商品売上原価 ※２ 84,946 ※２ 86,630

売上総利益 23,531 22,978

営業収入   

不動産賃貸収入 4,269 4,218

その他の営業収入 364 434

営業収入合計 4,633 4,653

営業総利益 28,165 27,631

販売費及び一般管理費   

販売費 5,366 5,521

一般管理費 22,162 22,986

販売費及び一般管理費合計 ※３ 27,529 ※３ 28,507

営業利益又は営業損失（△） 636 △876

営業外収益   

受取利息 97 94

仕入割引 17 15

受取手数料 223 213

その他 84 129

営業外収益合計 422 453

営業外費用   

支払利息 316 345

その他 23 14

営業外費用合計 340 360

経常利益又は経常損失（△） 718 △783

特別利益   

投資有価証券売却益 7 48

テナント解約収入 49 17

補助金収入 100 29

特別利益合計 157 94

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 109 ※４ 85

投資有価証券評価損 － 1

減損損失 ※５ 320 ※５ 917

店舗閉鎖損失 － 882

テナント解約損失 5 －

特別損失合計 434 1,886

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 440 △2,574

法人税、住民税及び事業税 434 108

法人税等調整額 △61 299

法人税等合計 373 408

当期純利益又は当期純損失（△） 67 △2,982
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
圧縮記帳
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 10,229 9,944 6 9,951 526 69 2,120 1,315 4,031

会計方針の変更による累積的
影響額

        －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

10,229 9,944 6 9,951 526 69 2,120 1,315 4,031

当期変動額          

剰余金の配当        △332 △332

圧縮記帳積立金の取崩      △5  5 －

当期純利益        67 67

自己株式の取得          

自己株式の処分   △0 △0      

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

         

当期変動額合計 － － △0 △0 － △5 － △259 △264

当期末残高 10,229 9,944 6 9,951 526 64 2,120 1,056 3,766

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △2,597 21,614 13 9 22 21,637

会計方針の変更による累積的
影響額

 －    －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

△2,597 21,614 13 9 22 21,637

当期変動額       

剰余金の配当  △332    △332

圧縮記帳積立金の取崩  －    －

当期純利益  67    67

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  △10 3 △6 △6

当期変動額合計 △0 △265 △10 3 △6 △272

当期末残高 △2,598 21,349 3 12 15 21,365
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
圧縮記帳
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 10,229 9,944 6 9,951 526 64 2,120 1,056 3,766

会計方針の変更による累積的
影響額

       3 3

会計方針の変更を反映した当期
首残高

10,229 9,944 6 9,951 526 64 2,120 1,059 3,770

当期変動額          

剰余金の配当        △166 △166

圧縮記帳積立金の取崩      △2  2 －

当期純損失(△）        △2,982 △2,982

自己株式の取得          

自己株式の処分   △0 △0      

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

         

当期変動額合計 － － △0 △0 － △2 － △3,146 △3,148

当期末残高 10,229 9,944 6 9,951 526 61 2,120 △2,086 622

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △2,598 21,349 3 12 15 21,365

会計方針の変更による累積的
影響額

 3    3

会計方針の変更を反映した当期
首残高

△2,598 21,353 3 12 15 21,369

当期変動額       

剰余金の配当  △166    △166

圧縮記帳積立金の取崩  －    －

当期純損失(△）  △2,982    △2,982

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  82 37 119 119

当期変動額合計 △0 △3,149 82 37 119 △3,029

当期末残高 △2,598 18,204 85 49 135 18,339
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 440 △2,574

減価償却費 2,195 2,360

賞与引当金の増減額（△は減少） 109 △148

退職給付引当金の増減額（△は減少） 54 45

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 867

受取利息及び受取配当金 △107 △105

支払利息 316 345

投資有価証券売却損益（△は益） △7 △48

投資有価証券評価損益（△は益） － 1

補助金収入 △100 △29

テナント解約収入 △49 △17

減損損失 320 917

固定資産除却損 109 85

売上債権の増減額（△は増加） △1,106 826

たな卸資産の増減額（△は増加） 138 △98

仕入債務の増減額（△は減少） 2,677 △1,406

預り金の増減額（△は減少） △337 633

その他 102 631

小計 4,755 2,286

利息及び配当金の受取額 12 11

利息の支払額 △291 △321

法人税等の支払額 △219 △517

補助金の受取額 178 29

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,436 1,488

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,265 △2,892

無形固定資産の取得による支出 △54 △64

投資有価証券の売却による収入 62 147

敷金及び保証金の差入による支出 △355 △504

敷金及び保証金の回収による収入 316 413

預り敷金及び保証金の受入による収入 83 172

預り敷金及び保証金の返還による支出 △536 △568

定期預金の預入による支出 － △153

定期預金の払戻による収入 － 153

店舗賃借仮勘定の支出 △252 △50

その他 △104 △60

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,105 △3,406
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,900 △500

長期借入れによる収入 13,200 12,500

長期借入金の返済による支出 △9,332 △10,543

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △332 △167

リース債務の返済による支出 △88 △156

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,545 1,133

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 878 △794

現金及び現金同等物の期首残高 1,814 2,692

現金及び現金同等物の期末残高 2,692 1,897
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品

売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　ただし、物流センター内の商品は移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)

(2）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

 

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物…………定額法

その他………定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　３～42年

　また、事業用定期借地権上の建物等については、借地契約期間に基づく耐用年数にて償却を行っております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　ソフトウエア（自社利用）…社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始日前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4）長期前払費用

借地権については、長期前払費用に計上し、賃借期間で均等償却を行っております。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

６．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に支給する賞与の引当額として支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。
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②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額

法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12～

17年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 店舗閉鎖損失引当金

　店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備える為、合理的に見込まれる店舗閉鎖損失見込額を計上しております。

 

７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約については振当処理を、特例処理の

要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象………輸入取引、借入金

(3) へッジ方針

　ヘッジ取引を行う場合の取引方針としては、営業取引、資金調達等で発生する通常の取引範囲内で、必要に応じ

最小限のリスクで契約を行う方針であり、投機的な取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　為替予約取引すべてが近い将来の購入予定に基づくものであり、実行の可能性が極めて高いため有効性の判定を

省略しております。また、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

 

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を、当

事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が６百万円減少し、利益剰余金が３百万円増加しております。な

お、損益及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

 

（表示方法の変更）

（キャッシュ・フロー計算書）

　前事業年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「預り金の増減額」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に表示していた△235百万円は、「預り金の増減額」△337百万円、「その他」102百万円として組み替えてお

ります。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 5,606百万円 5,923百万円

土地 17,062　〃 19,648　〃

計 22,668　〃 25,571　〃

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 5,150　〃 5,400　〃

長期借入金 12,850　〃 13,000　〃

計 18,000　〃 18,400　〃

 

※２　未払消費税等は、流動負債の未払金に含めて表示しております。

 

 

（損益計算書関係）

※１　消化仕入による売上の純額は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

1,004百万円 1,217百万円

 

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

△67百万円 502百万円

 

※３　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1)販売費

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

広告宣伝費 1,535百万円 1,427百万円

物流費 2,679 〃 2,855 〃

 

(2)一般管理費

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

従業員給料手当 7,322百万円 7,570百万円

賞与引当金繰入額 456 〃 308 〃

退職給付費用 141 〃 145 〃

水道光熱費 1,363 〃 1,548 〃

減価償却費 2,195 〃 2,360 〃

賃借料 5,416 〃 5,616 〃
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※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
 
 

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物（付属設備を含む） 3百万円 19百万円

構築物 － 〃 0 〃

車両運搬具 0 〃 0 〃

器具備品 0 〃 3 〃

ソフトウエア － 〃 1 〃

その他（撤去費用等） 106 〃 61 〃

計 109 〃 85 〃

 

※５　減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

用途 種類 場所 件数 減損損失（百万円）

店舗 土地及び建物等 九州 1 211

店舗 建物等 関東 1 109

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗又はショッピングセンターを基本単位として、ま

た、遊休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。

　主に営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである店舗又はショッピングセンターの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額320百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　その内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 120百万円

土地 199 〃

計 320 〃

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産については不動産鑑定評価基

準により算定しております。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

用途 種類 場所 件数 減損損失（百万円）

店舗 建物等 関東 2 152

店舗及びショッピングセンター 建物等及びリース資産 中国 3 658

〃 建物等及び土地 九州 4 106

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗又はショッピングセンターを基本単位として、また

遊休資産については物件単位ごとにグルーピングしております。

　主に営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである店舗又はショッピングセンターの帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額917百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　その内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 371百万円

リース資産 508 〃

土地 37 〃

計 917 〃

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 39,611,134 － － 39,611,134

合計 39,611,134 － － 39,611,134

自己株式     

普通株式 6,406,400 2,257 34 6,408,623

合計 6,406,400 2,257 34 6,408,623

（注）１. 普通株式の株式数の増加2,257株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２. 普通株式の株式数の減少34株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 166 5.0 平成25年３月31日 平成25年６月24日

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 166 5.0 平成25年９月30日 平成25年11月29日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 166 利益剰余金 5.0 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 39,611,134 － － 39,611,134

合計 39,611,134 － － 39,611,134

自己株式     

普通株式 6,408,623 1,640 35 6,410,228

合計 6,408,623 1,640 35 6,410,228

（注）１. 普通株式の株式数の増加1,640株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２. 普通株式の株式数の減少35株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 166 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

 現金及び預金勘定 2,569百万円 1,897百万円

 有価証券 123　〃 －　〃

 現金及び現金同等物 2,692　〃 1,897　〃

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

　店舗、システム

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は以下のとおりであり

ます。
 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前事業年度（平成26年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物 7,425 2,628 4,797

合計 7,425 2,628 4,797
 

（単位：百万円）
 

 
当事業年度（平成27年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物 7,425 3,085 4,340

合計 7,425 3,085 4,340

（注） 取得価額相当額は、利息法により算定しております。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 401 407

１年超 4,796 4,388

合計 5,197 4,796

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、利息法により算定しております。
 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

支払リース料 588 577

減価償却費相当額 463 457

支払利息相当額 100 95
 

(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

１年内 2,965 2,901

１年超 17,809 15,728

合計 20,775 18,630

 

（貸主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。
 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額及び期末残高

（単位：百万円）
 

 
前事業年度（平成26年３月31日）

取得価額 減価償却累計額 期末残高

建物及び構築物 78 67 10

合計 78 67 10
 

（単位：百万円）
 

 
当事業年度（平成27年３月31日）

取得価額 減価償却累計額 期末残高

建物及び構築物 78 73 5

合計 78 73 5
 

(2）未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

１年内 5 4

１年超 5 1

合計 10 5

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業

債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定しております。
 
(3）受取リース料及び減価償却費

（単位：百万円）
 

 

前事業年度
（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

受取リース料 5 5

減価償却費 5 5
 
（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、安全性、流動性及び収益性を考慮した運用を行っております。有価証券及

び投資有価証券は、主として株式であり、定期的に時価の把握を行っております。

資金調達については、運転資金及び設備投資資金をその使途とし、銀行等金融機関からの借入を行ってお

ります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

差入保証金は、主として店舗の賃借に伴い発生する差入保証金であり、差入先の信用リスクに晒されてお

ります。

有価証券及び投資有価証券は、主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建て

のものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしておりま

す。

借入金の使途は、運転資金および設備投資資金であり、一部の長期借入金に係る金利の変動リスクに対し

ては、金利スワップ取引を実施してヘッジしております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予

約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であり、投機的

な取引は行わない方針であります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

差入保証金については、差入先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理

するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建て営業債務の為替変動リスクに対して、一部先物為替予約を利用してヘッジしております。為替

予約の執行・管理については、担当部署が決裁担当者の承認を得て行い、定期的に残高の報告を行ってお

ります。

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前事業年度（平成26年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,569 2,569 －

(2）有価証券 123 123 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 513 513 －

(4）差入保証金 6,463 6,529 66

資産計 9,669 9,735 66

(1）支払手形 6,109 6,109 －

(2）買掛金 8,956 8,956 －

(3）短期借入金 500 500 －

(4）長期借入金 29,143 29,267 △123

負債計 44,710 44,834 △123

デリバティブ取引 19 19 －

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,897 1,897 －

(2）有価証券 － － －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 544 544 －

(4）差入保証金 6,767 6,757 △10

資産計 9,210 9,199 △10

(1）支払手形 912 912 －

(2）電子記録債務 5,120 5,120 －

(3）買掛金 7,646 7,646 －

(4）短期借入金 － － －

(5）長期借入金 31,100 31,219 △118

負債計 44,778 44,897 △118

デリバティブ取引 74 74 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 有価証券、(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、その他の有価証券等については取引所の価

格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4) 差入保証金

差入保証金の時価については、返還金の額を与信管理上の信用リスク区分ごとに、そのキャッシュ・フ

ローを、適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1) 支払手形、(2) 電子記録債務、(3) 買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4) 短期借入金、（5）長期借入金

①　長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

②　時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 2 1

差入敷金 4,716 4,802

長期預り敷金 3,600 3,509

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

差入敷金及び長期預り敷金については、返還時期の確定が行えないため、将来キャッシュ・フローを見

積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

預金 1,112 － － －

差入保証金 195 3,074 2,489 702

合計 1,308 3,074 2,489 702

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

預金 924 － － －

差入保証金 130 3,879 1,937 819

合計 1,054 3,879 1,937 819

 

４．借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 500 － － － － －

長期借入金 9,065 8,246 6,428 3,398 1,511 492

合計 9,565 8,246 6,428 3,398 1,511 492

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 － － － － － －

長期借入金 10,750 8,932 5,890 4,015 1,346 164

合計 10,750 8,932 5,890 4,015 1,346 164
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成26年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

(1）株式 110 75 35

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 188 164 24

小計 299 239 59

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

(1）株式 289 344 △54

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 47 48 △0

小計 337 392 △54

合計 636 631 5

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　２百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

(1）株式 544 419 125

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 544 419 125

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 544 419 125

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　１百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 62 7 －

合計 62 7 －

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 147 48 －

合計 147 48 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1）通貨関連

前事業年度(平成26年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象

契約額等

（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価

(百万円)

為替予約等の振当処理
為替予約取引（買建）

　米ドル
買掛金 1,585 － 19

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当事業年度(平成27年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象

契約額等

（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価

(百万円)

為替予約等の振当処理
為替予約取引（買建）

　米ドル
買掛金 614 － 74

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(2）金利関連

前事業年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象

契約額等

（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価

(百万円)

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

　変動受取・固定支払
長期借入金 5,610 4,182 （注）

（注）　時価の算定方法

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象

契約額等

（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価

(百万円)

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

　変動受取・固定支払
長期借入金 7,892 5,543 （注）

（注）　時価の算定方法

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定拠出企業型年金制度、前払退職金制度及び退職一時金制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 745百万円 779百万円

　会計方針の変更による累積的影響額 －　〃 △6　〃

会計方針の変更を反映した期首残高 745　〃 773　〃

勤務費用 56　〃 55　〃

利息費用 7　〃 8　〃

数理計算上の差異の発生額 △7　〃 33　〃

退職給付の支払額 △22　〃 △24　〃

退職給付債務の期末残高 779　〃 847　〃

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 －百万円 －百万円

年金資産 －　〃 －　〃

 －　〃 －　〃

非積立型の退職給付債務 779　〃 847　〃

未積立退職給付債務 779　〃 847　〃

未認識数理計算上の差異 △70　〃 △100　〃

未認識過去勤務費用 △50　〃 △42　〃

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 658　〃 704　〃

   

退職給付引当金 658　〃 704　〃

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 658　〃 704　〃

 

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前事業年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

勤務費用 56百万円 55百万円

利息費用 7　〃 8　〃

数理計算上の差異の費用処理額 4　〃 4　〃

過去勤務費用の費用処理額 8　〃 8　〃

その他 －　〃 4　〃

確定給付制度に係る退職給付費用 76　〃 80　〃

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

割引率 1.00％ 0.72％

 

EDINET提出書類

株式会社ミスターマックス(E03103)

有価証券報告書

47/65



３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度60百万円、当事業年度60百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び当事業年度（自　平成26年４月１日　至

平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
（平成26年３月31日）

 
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

長期未払金（役員退職慰労金） 70百万円  64百万円

退職給付引当金 233   〃  225   〃

賞与引当金 161   〃  101   〃

棚卸資産 413   〃  548   〃

減価償却超過額 417   〃  442   〃

減損損失 1,443   〃  1,544   〃

資産除去債務 364   〃  358   〃

繰越欠損金 －   〃  130   〃

その他 445   〃  647   〃

繰延税金資産小計 3,549   〃  4,062   〃

評価性引当額 △1,763   〃  △2,629   〃

繰延税金資産合計 1,786   〃  1,433   〃

繰延税金負債    

資産除去債務 △188   〃  △170   〃

固定資産圧縮記帳積立金 △35   〃  △29   〃

その他有価証券評価差額金 △1   〃  △40   〃

その他 △333   〃  △324   〃

繰延税金負債合計 △559   〃  △564   〃

繰延税金資産の純額 1,226   〃  869   〃

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 前事業年度
（平成26年３月31日）

 当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.8　％  －　％
（調整）    
交際費等永久差異 0.4　〃  －　〃
住民税均等割 23.7　〃  －　〃
評価性引当額 11.6　〃  －　〃
実効税率変更に伴う影響額 10.0　〃  －　〃
その他 1.2　〃  －　〃
税効果会計適用後の法人税等の負担率 84.7　〃  －　〃

　　　（注）当事業年度において税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
 
３．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　平成27年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）、及び「地方税法等の一部を改
正する法律」（平成27年法律第２号）が公布され、平成27年４月１日以降に開始する事業年度から法人税及び法人事
業税率が段階的に引き下げられることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用され
る法定実効税率は、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については35.4％から32.8％
へ、平成28年４月１日以降に解消する一時差異については35.4％から32.1％へ変更されます。
　この税率変更により、繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）は70百万円減少し、法人税等調整額が
76百万円、その他有価証券評価差額金が４百万円、繰延ヘッジ損益が１百万円、それぞれ増加しております。
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27

年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

 販売施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

 各販売施設毎に、使用見込期間（20～40年）を見積り、期間に応じた割引率（0.8％～2.2％）を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

期首残高 929百万円 1,029百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 79 52

時の経過による調整額 20 21

資産除去債務の履行による減少額 － －

その他増減額（△は減少） － 14

期末残高 1,029 1,119

 

 

（賃貸等不動産関係）

　当社は、東京都、福岡県及びその他の地域において、賃貸商業施設を有しております。前事業年度における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は784百万円（賃貸収益は不動産賃貸収入に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理

費に計上）であります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は726百万円（賃貸収益は不動産

賃貸収入に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

貸借対照表計上額   

 期首残高 7,953 7,893

 期中増減額 △59 △550

 期末残高 7,893 7,342

期末時価 5,632 4,971

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な増加額は改修を含む不動産取得（182百万円）であり、主な減

少額は減価償却費であります。当事業年度の主な増加額は改修を含む不動産取得（183百万円）であ

り、主な減少額は使用目的の変更（435百万円）及び減価償却費（115百万円）であります。

３．期末の時価は、鑑定評価額等を基に合理的に調整した価額であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）及び当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成

27年３月31日）

　当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 食品 住生活 ＨＢＣ 家電 アパレル その他 合計

外部顧客への売上高 32,970 26,231 23,780 17,065 8,429 1 108,478

（注）平成27年３月期より、商品部門間で取り扱い品種の移管を行っております。この移管により、平成26年３

月期の売上高の金額について、住生活が411百万円増加し、家電が411百万円減少しております。

 

２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略して

おります。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 食品 住生活 ＨＢＣ 家電 アパレル その他 合計

外部顧客への売上高 35,344 26,477 23,349 15,880 8,548 8 109,608

 

２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略して

おります。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成

27年３月31日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）及び当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成

27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有 ( 被 所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びその近親者 平野　比左志 － － 当社創業者

(被所有)
直接 0.00
間接 19.48

－

顧問料及び

賃借料の支

払※２

15 － －

役員及びその近親者が
議決権の過半数を所有
している会社

マイティ・イ
ンコーポレー
ション㈲※３

福岡県
福岡市

40
損害保険の
代理業務等

(被所有)
直接 1.23

損害保険
取引

保険料の
支払※４

25 － －

役員及びその近親者が
議決権の過半数を所有
している会社

㈲Waiz
Holdings※５

福岡県
福岡市

3
建物の維持
管理業務等

(被所有)
直接 8.41

管理業務
委託取引

手数料の
支払※６

8 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．当社創業者としての地位に基づき、月額１百万円を支払っております。また、施設の利用に関する賃借料３

百万円を支払っております。なお、賃借料については近隣の不動産賃貸相場に基づき決定しております。

３．マイティ・インコーポレーション㈲は、役員の近親者が100％直接所有しております。

４．マイティ・インコーポレーション㈲は、日本興亜損害保険㈱の保険代理店であり、取引金額は当社がマイ

ティ・インコーポレーション㈲を通じて日本興亜損害保険㈱に支払った保険料であります。また、保険料につ

いては通常取引の保険料率に基づき決定しております。

５．㈲Waiz Holdingsは、役員が100％直接所有しております。

６．㈲Waiz Holdingsは、建物の維持管理及び付帯関連する事業を行っており、取引金額は当社の太陽光発電事

業における施設の維持管理業務の対価として支払った手数料であります。また、手数料については同種サービ

スの一般的な取引条件に基づき決定しております。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有 ( 被 所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びその近親者 平野　比左志 － － 当社創業者

(被所有)
直接 0.00
間接 19.47

－

顧問料及び

賃借料の支

払※２

10 － －

役員及びその近親者が
議決権の過半数を所有
している会社

マイティ・イ
ンコーポレー
ション㈲※３

福岡県
福岡市

40
損害保険の
代理業務等

(被所有)
直接 1.23

損害保険
取引

保険料の
支払※４

152
前払費
用

53

役員及びその近親者が
議決権の過半数を所有
している会社

㈲Waiz
Holdings※５

福岡県
福岡市

3
建物の維持
管理業務等

(被所有)
直接 8.41

管理業務
委託取引

手数料の
支払※６

10 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．当社創業者としての地位に基づき、６百万円を支払っております。また、施設の利用に関する賃借料４百万

円を支払っております。なお、賃借料については近隣の不動産賃貸借相場に基づき決定しております。

３．マイティ・インコーポレーション㈲は、役員の近親者が100％直接所有しております。

４．マイティ・インコーポレーション㈲は、損害保険ジャパン日本興亜㈱の保険代理店であり、取引金額は当社

がマイティ・インコーポレーション㈲を通じて損害保険ジャパン日本興亜㈱に支払った保険料であります。ま

た、保険料については通常取引の保険料率に基づき決定しております。

５．㈲Waiz Holdingsは、役員が100％直接所有しております。

６．㈲Waiz Holdingsは、建物の維持管理及び付帯関連する事業を行っており、取引金額は当社の太陽光発電事

業における施設の維持管理業務の対価として支払った手数料であります。また、手数料については同種サービ

スの一般的な取引条件に基づき決定しております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 643.49円 552.38円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△）
2.03円 △89.84円

（注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）
  

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 67 △2,982

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
67 △2,982

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,203 33,201

 

（重要な後発事象）

資本準備金及び利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分について

　当社は、平成27年５月１日開催の取締役会において、平成27年６月26日開催の第66回定時株主総会にて、下記のと

おり資本準備金及び利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分に関する議案を付議することを決議し、同株主総会

で承認されております。

 

１．資本準備金及び利益準備金の額の減少及び利益剰余金の処分の目的

　当社は、平成27年３月期において2,982百万円の当期純損失を計上しております。

　この結果、繰越利益剰余金の欠損が発生しており、当該欠損を填補するとともに、今後の柔軟かつ機動的な資

本政策の実行を可能とするため、会社法第448条第１項の規定に基づく資本準備金及び利益準備金の額の減少なら

びに会社法第452条の規定に基づく剰余金の処分を行うことといたしました。

 

２．資本準備金及び利益準備金の額の減少の内容

（１）資本準備金

　平成27年３月31日現在の資本準備金の額9,944,800,464円のうち1,970,000,000円を減少し、その全額を「その

他資本剰余金」に振り替えます。

（２）利益準備金

　平成27年３月31日現在の利益準備金の額526,329,830円の全額を減少し、その全額を「繰越利益剰余金」に振り

替えます。

 

３．剰余金の処分の内容

　上記による資本準備金振替計上後のその他資本剰余金1,976,206,555円のうち1,970,000,000円を取り崩し、

「繰越利益剰余金」に振り替えることにより、欠損を填補することといたします。

（１）減少する剰余金の項目及びその額

　　　その他資本剰余金　　　　　　　　1,970,000,000円

（２）増加する剰余金の項目及びその額

　　　繰越利益剰余金　　　　　　　　　1,970,000,000円

 

４．資本準備金及び利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分の効力発生日

（１）株主総会決議日　　　　　　　　　平成27年６月26日

（２）効力発生日　　　　　　　　　　　平成27年６月26日
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

建物 36,333 2,225
562
(359)

37,996 21,118 1,321 16,877

構築物 4,830 231
13
(11)

5,048 4,204 141 844

車両運搬具 39 3 10 32 29 1 2

工具、器具及び備品 7,056 962 295 7,723 4,629 585 3,094

土地 27,204 －
37
(37)

27,167 － － 27,167

リース資産 1,309 1,318
508
(508)

2,119 514 152 1,605

建設仮勘定 361 － 361 － － － －

有形固定資産計 77,136 4,741
1,789

(917)
80,087 30,496 2,202 49,591

無形固定資産        

ソフトウエア 748 39 231 557 410 91 146

電話加入権 25 － － 25 － － 25

無形固定資産計 774 39 231 582 410 91 171

長期前払費用 2,033 118 122 2,028 858 66 1,170

（注）１．当期増加額の主な内容は次のとおりであります。

建物 八幡東店 636 百万円 Select宇美店 273 百万円

工具、器具及び備品 太陽光発電設備 540 百万円 八幡東店 133 百万円

リース資産 新店舗システム 703 百万円 唐津店 594 百万円

　　　２．当期減少額の主な内容は次のとおりであります。

建物 倉賀野店 143 百万円

工具、器具及び備品 旧店舗システム 292 百万円

　　　３．「当期減少額」欄の（　）は内書きで、減損損失の計上額であります。

EDINET提出書類

株式会社ミスターマックス(E03103)

有価証券報告書

53/65



【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 500 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 9,065 10,750 0.8 －

１年以内に返済予定のリース債務 88 277 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 20,078 20,349 0.8 平成28年～32年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 858 1,891 － 平成28年～46年

その他有利子負債 － － － －

合計 30,590 33,268 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各事業年度に配分し

ているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 8,932 5,890 4,015 1,346

リース債務 277 273 270 229

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 5 － 5 － －

賞与引当金 456 308 456 － 308

店舗閉鎖損失引当金 － 867 － － 867

 

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産除

去債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 973

預金  

普通預金 922

別段預金 1

小計 924

合計 1,897

 

(ロ)売掛金

(a)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱セディナ 335

㈱ジェーシービー 296

三井住友カード㈱ 258

イオンクレジットサービス㈱ 134

ユーシーカード㈱ 132

その他 387

合計 1,544

 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留日数（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

 

 
｛(A)＋(D)｝／2

(B)／365
 

2,641 36,299 37,395 1,544 96.0 21.0

（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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(ハ)商品

区分 分類別金額（百万円） 部門別金額（百万円）

家電  1,799

・台所用家電品 469  

・家事用家電品 386  

・ビジュアル（映像） 340  

・その他（照明他） 603  

アパレル  1,265

・服飾雑貨品 311  

・実用衣料 240  

・時計・宝飾 231  

・その他（シューズ他） 481  

住生活  3,196

・玩具・エンタテイメント 487  

・キッチン用品 472  

・収納用品 314  

・その他（文具・ペット用品他） 1,922  

ＨＢＣ  1,672

・ビューティケア用品 477  

・ドラッグ 367  

・ハウスホールド用品 343  

・その他（サニタリー用品他） 484  

食品  1,099

・菓子 298  

・酒 286  

・加工食品 225  

・その他（飲料他） 288  

その他  11

・企画 11  

合計 9,045 9,045

 

(ニ)貯蔵品

区分 金額（百万円）

シール等印刷物類 53

包装紙類 24

合計 77

 

(ホ)敷金

 相手先  金額（百万円）

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 408

ＮＯＫ㈱ 392

越谷ゴム工業㈱ 330

㈱マルハニチロ水産 322

小田急電鉄㈱ 300

その他 3,049

合計 4,802
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 (ヘ)差入保証金

相手先 金額（百万円）

㈱芙蓉総合リース 2,477

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 1,440

小田急電鉄㈱ 718

西部ガス興商㈱ 679

オリックス㈱ 496

その他 955

合計 6,767

 

②　負債の部

(イ）支払手形

(a)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

アイリスオーヤマ㈱ 364

シャープエレクトロニクスマーケティング㈱ 67

岩谷産業㈱ 55

㈱サクライ貿易 46

㈱岡村製作所 44

その他 333

合計 912

 

(b)期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成27年４月 505

５月 257

６月 145

７月 2

合計 912

 

(ロ)電子記録債務

(a)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱山善 476

小泉成器㈱ 340

象印マホービン㈱ 300

三井食品㈱ 271

菊屋㈱ 234

その他 3,496

合計 5,120
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(b)期日別

期日 金額（百万円）

平成27年４月 2,577

５月 1,497

６月 930

７月 114

合計 5,120

 

(ハ)買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱あらた 686

花王カスタマーマーケティング㈱ 504

㈱国分 416

㈱オーエムツーミート 347

㈱山星屋 340

その他 5,350

合計 7,646

 

(ニ）設備関係支払手形

(a)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱占部組 50

りんかい日産建設㈱ 13

㈱ケンセン 1

合計 65

 

(b)期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成27年４月 40

５月 9

６月 14

７月 1

合計 65

 

(ホ)設備関係電子記録債務

(a)相手先別

相手先 金額（百万円）

㈱九電工 31

三建設備工業㈱ 6

合計 38

 

(b)期日別

期日 金額（百万円）

平成27年４月 34

５月 －

６月 3

合計 38
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(ヘ)１年内返済予定の長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱福岡銀行 2,400

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,200

㈱北九州銀行 1,200

㈱西日本シティ銀行 1,150

㈱埼玉りそな銀行 1,101

その他 3,699

合計 10,750

 

(ト)長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱福岡銀行 4,700

㈱西日本シティ銀行 2,100

シンジケートローン 2,015

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,950

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,866

その他 7,717

合計 20,349

（注）　シンジケートローンは、株式会社みずほ銀行を主幹事とする３金融機関からの協調融資によるものでありま

す。

 

(チ)長期預り敷金

相手先 金額（百万円）

㈱大創産業 530

㈱三和 114

㈱メガネトップ 94

マックスバリュ九州㈱ 93

㈱チヨダ 80

その他 2,595

合計 3,509
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

営業収益（百万円） 25,894 55,806 87,340 114,262

税引前四半期純利益金額又は税引前四半期（当

期）純損失金額（△）（百万円）
△222 △305 101 △2,574

四半期（当期）純損失金額（△）（百万円） △165 △240 △0 △2,982

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）

（円）
△4.99 △7.25 △0.00 △89.84

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）（円）
△4.99 △2.26 7.25 △89.84
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　――――――――――

買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

（公告掲載ＵＲＬ　http://www.mrmax.co.jp/）

株主に対する特典 ありません。

（注） 当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下の権利以外の

権利を行使することができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第65期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月26日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年６月26日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第66期第１四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月13日関東財務局長に提出

（第66期第２四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月14日関東財務局長に提出

（第66期第３四半期）（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月13日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成26年７月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成27年６月26日

株式会社　ミスターマックス  

（商号　株式会社　ＭｒＭａｘ）  

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　祐二　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮本　義三　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ミスターマックス（商号　株式会社　ＭｒＭａｘ）の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第66期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な

会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ミスターマックス（商号　株式会社　ＭｒＭａｘ）の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ミスターマックス

（商号　株式会社　ＭｒＭａｘ）の平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社ミスターマックス（商号　株式会社　ＭｒＭａｘ）が平成27年３月31日現在の財務報告に係る

内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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